
〇A
(12) 特許協力条約に基づいて公開された国際出願

(19) 世界知的所有権機関
国際事務局

(43) 国際公開 曰
2012 年 1 月 5 日（05.01.2012)

(51) 国際特許分類： 業技 術 総 合 研 究 所 内 I bar a (JP). 金 高 健 二
G02F J/0J 7 (2006. 0V) G02B 6/12 (2006.01) (KINTAKA Kenj り[JP/JP]; 〒5638577 大阪肘大阪肘

池 田巿 緑丘 1 一 8 — 3 1 独 立行政法 人産 業技
(21) 国際出願番号： PCT/JP201 1/064635 術総合研究所 関西セ ンタ一内 Osaka (JP). 河島
(22) 国際出願 日： 201 1 年 6 月 2 7 日（27.06.201 1) 整（KAWASHIMA Hitoshi) [JP/JP]; 〒 3058568 茨 城

県つ くば巿梅 園 1 — 1 — 1 中央第 2 独 立
(25) 国際出願の言語： 日本語 行政法 人産 業技 術総合研究所 内 Ibaraki (JP). 秋
(26) 国際公開の言語： 日本語 本 艮一（AKIMOTO Ryouichi) [JP/JP]; 〒 3058568

茨 城 県 つ くば巿 梅 園 1 一 1 一 1 中 央 第 2
(30) 優先権デー タ： 独 立 行 政 法 人産 業 技 術 総 合 研 究 所 内 I bar a

特願 2010-145899 2010 年 6 月 2 8 曰（28.06.2010) JP ( JP) . 鍬塚 治彦（KUWATSUKA Haruhiko) [JP/JP] ；

(71) 出願 人 （米国 を除 く全ての指定国について )：独 〒 3058568 茨城 県つ くば巿梅 園 1 — 1 — 1 中

立行政法 人産 業技術総合研究所 (NATIONAL I N
央第 2 独立行政法 人産 業技 術総合研究所 内
Ibaraki (JP).STITUTE O F ADVANCED INDUSTRIAL SCIENCE

石 川 浩 (ISHIKAWA Hiroshi) [JP/JP];

AND TECHNOLOGY) [JP/JP]; 〒 1008921 東京者 千 〒 3058568 茨城 県つ くば巿梅 園 1 — 1 — 1 中
代田区霞が関 1 丁 目 3 番 1 号 Tokyo (JP). 央第 2 独立行政法 人産 業技 術総合研究所 内

Ibaraki (JP).
(72) 発明者；および

(81)(75) 発明者/出願人 （米国についてのみ )：永瀬 成範 指定国 （表示のない限 り、全ての種類の国内保

(NAGASE Masanor り[JP/JP1; 〒3058568 茨城県つ く 護 が 可肯 ) : AE, AG, AL, AM, AO, AT, AU, AZ, BA,
BB, BG, BH, BR, BW, BY, BZ, CA, CH, CL, CN, CO,ば巿 梅 園 1 一 1 一 1 中央第 2 独 立行政法
CR, CU, CZ, DE, DK, DM, DO, DZ, EC, EE, EG, ES, FI,人産 業技 術総合研究所 I Ibaraki (JP). 庄 司 雄
GB, GD, GE, GH, GM, GT, HN, HR, HU, ID, IL, IN, IS,哉（SHOJI Yuya) [JP/JP]; 〒 3058568 茨城 県つ くは
KE, KG, KM, KN, KP, KR, KZ, LA, LC, LK, LR, LS,巿梅 園 1 一 1 一 1 中央第 2 独 立行政法 人
LT, LU, LY, MA, MD, ME, MG, MK, MN, MW, MX,産 業技術総合研 究所 内 Ibaraki (JP). 須 田 悟史
MY, MZ, NA, NG, NI, NO, NZ, OM, PE, PG, PH, PL,

(SUDA Satoshi) [JP/JP]; 〒3058568 茨城県つ くば巿
PT, RO, RS, RU, SC, SD, SE, SG, SK, SL, SM, ST, SV,梅 園 1 一 1 一 1 中央第 2 独 立行政法 人産

[続葉有]

(54) Title: OPTICAL WAVEGUIDE DEVICE

(54) 発明の名称 ：光導波路素子

1] (57) Abstract: I n y b a integration using an intersub-
band transition device and a silicon thin line: the efficien

サブ 間遷移 導波路 cy of coupling with the silicon thin line can b e improved;
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サ ブバン ド間遷移素子 とシリコン細線によるハイプリッ ト集積化において、シリコン細線との結合効
率の向上、及び光路長増大による位相変調効果の増大を実現させ、光ゲー トスィッチの S N 比改善と低
エネルギー動作化等の高性能化を実現する。 I n G a A s や A I A s S b などの量子井戸構造を形成可
能な半導体材料を用い、その量子井戸構造でのサ ブバン ド間遷移によって引き起 こされる位相変調効果
を有するサ ブバン ド間遷移導波路に、 T E 光信号に対する反射構造 （R 1 ) を設けてサ ブバン ド間遷移
スィッチ導波路 1 0 を構成する。導波路端面 （P 1 ) か ら入力された信号光 5 は、導波路で位相変調効
果を受け、光導波路に設 けた反射構造 （R 1 ) にて反射 され、再び、導波路内で位相変調効果を受け
て、導波路端面 （P 1 ) か ら出力されるので、シリコン細線導波路との入出力端の同一化および光路長
増大を実現できる。



明 細 書

発明の名称 ：光導波路素子

技術分野

[0001 ] 本発明は、位相変調効果を持つ光導波路素子、該光導波路素子を用いた光

集積回路、光ゲー トスィッチ、及び前記光導波路素子の製造方法に関する。

背景技術

[0002] 近年の情報通信技術の飛躍的進歩により、インタ一ネッ ト卜ラフィックは

年率 4 0 % の増加を示 している。 これに伴 った、ルータ一をは じめ と した光

通信用伝送装置での消費電力増大が懸念されている。現在の光通信ネッ 卜ヮ

ークでは、大容量の光信号を伝送する場合、光信号を圧縮 させて伝送 してい

る。 このような圧縮処理がルータ一などの光信号伝送装置での消費電力増大

に繋がっている。 この対策 と して、できるだけ大容量光信号を非圧縮 に伝送

することで、高効率なネッ トワーク実現することが期待 されている。今後増

加 してい くと予想 される高精細画像などの大容量伝送を口一カルネッ 卜ヮ一

クなどへ導入 してい くことで、将来の光通信ネッ 卜ワークの低エネルギー化

への貢献が期待 されている。

[0003] このためには、大容量光信号を低電力で送受信可能な、光ネッ トヮ一クイ

ンタ一フェースカー ド （光 N I C ) が不可欠 となる （非特許文献 1 参照）。

現在製品化されている光 N I C は、光ゲ一 卜スィッチに電気的処理 を用いて

いるため、送受信速度は 4 O G b p s と遅 く、今後 も送受信速度の飛躍的な

向上は望めない。一方、光 N I C に用い られる光ゲ一 卜スィッチと して、 I

n G a A s / A I A s S b 量子井戸でのサブバ ン ド間遷移現象を利用 した全

光型ゲ一 卜スィッチがあ り、 1 6 0 G b p s 以上で動作可能な光 N I C の実

現が期待できる （特許文献 1 参照）。

[0004] サ ブバ ン ド間遷移素子では、 T M ポンプ光 （制御光）によって、量子井戸

の電子がサブバ ン ド間励起されると、屈折率分散 によって T E 信号の位相が

変調 される （位相変調効果）。 このため、マ ッハツェンダー干渉計の片方ァ



—厶にサブバン ド間遷移素子を揷入すると、 T Mポンプ光の入射時と非入射

時で、両アームでの位相差が変わるため、光ゲ一 卜スィッチを実現すること

ができる （非特許文献 2 参照）。これまで、 I n G a A s / A I A s S b 量

子井戸からなるサブバン ド間遷移素子で引き起こされる位相変調効果を用い

て、空間型マッハツェンダー干渉計にて、全光型ゲ一 卜スィッチの動作実験

を行い、 4 p J の入力エネルギーで 1 6 0 G b p s から4 0 G b p s への多

重分離動作などの全光型ゲー 卜動作が可能であることを発明者 らは確認 して

いる （非特許文献 3 参照）。

[0005] 光 N I C を社会的に普及 していくには、出来る限りの低コス ト化、小型化

及び低エネルギー動作化が望ましい。全光型ゲー 卜動作を実験的に既に確認

している空間型のマッハツエンダ一干渉計では、このような要求を満足でき

ない。シリコン基板などのブラットフオーム上に、シリコン細線導波路等を

用いて、マッハツェンダー干渉計などを構成する方が望ましい。このような

背景から、これまで、シリコン細線導波路とサブバン ド間遷移素子を用いた

ハイプリッ卜集積型光 N I C が提案されている （非特許文献 1参照）。

[0006] また、本発明について関連する文献として、非特許文献 4 乃至 6 がある。

シリコン細線導波路とサブバン ド間遷移素子を用いたハイプリッ卜集積型光

N I C を実現するには、高度な半導体微細加工技術が必要となる。スパッタ

法による多層膜反射鏡の作製、及び、蒸着法による金属膜反射鏡の作製など

の従来技術に加えて （非特許文献 4 参照）、近年、 ドライエッチング技術を

用いたブラック反射鏡の作製 （非特許文献 5 参照）、 シ リコン細線導波路に

よるマイケル ソン干渉計の作製 （非特許文献 6 参照）などが報告され、ハイ

プリツ卜集積型光 N I C 実現のための有効な技術要素が整ってきている。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献1 ：再公表 2 0 0 8 - 0 2 0 6 号公報

非特許文献

[0008] 非特許文献1 ：石川浩， 「低消費電力の超大容量ネッ卜ワークからの期待」，
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発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0009] ハ イプ リッ 卜集積型光 N I C においては、 シ リコン細線導波路 およびサ ブ

バ ン ド間遷移素子 との結合効率 が、光ゲ一 トスィ ツチ性能 に大 きな影響 をも

た らす。結合効率 が減 少すると、実質的に位相変調効率 を低下 させ るため T

M制御光の入力パ ワー増加が必要 となる。 また、結合損失増大 による T E 信

号光減衰 によって、 S N 比低下の問題 が生 じる。

[001 0] 従来の、ハ イプ リッ 卜集積型光 N I C を構成 しているマ ッハ ツェンダー干

渉計 について図 8 を参照 して説明する （非特許文献 1 参照）。 図 8 は、従来

型のサ プバ ン ド間遷移 スィ ッチ導波路 8 0 とマ ッハ ツエンダ一干渉計 8 と

の結合 を示す図である。 1 6 0 G b p s の T E 信号光 を第 1 のシ リコン細線

導波路 8 2 a を介 してサ ブバ ン ド間遷移 スィ ツチ導波路 P か ら入力すると

共 に、 4 0 G b p s の T M 制御光 を第 2 のシ リコ ン細線導波路 8 2 b を介 し

てサ ブバ ン ド間遷移 スィ ッチ導波路 8 0 に入力する。 T M制御光 によ り、サ

プバ ン ド間遷移 スィ ツチ導波路 内で位相変調 を起 こす ことで、 マ ッハ ツエン

ダ一干渉計の両 アームでの信号光の位相差 が変わ り、 8 c でお こる信号光

の干渉効果の正 と負が逆転 する。 これ よ り、 T M制御光 （4 0 G b p s ) と

同 じタイ ミングを持つ T E 信号光 （4 0 G b p s ) のみ をサ ブバ ン ド間遷移

スィ ッチ導波路端面 8 2 c か ら出力することがで きる。 いわゆる 1 6 0 G b

p s か ら4 0 G b p s へ の多重分離動作 （D E M U X 動作） を可能 とする。

[001 1] 図 8 の場合、サ ブバ ン ド間遷移 スィ ッチ導波路 8 0 ( メサ型導波路、導波

路幅 ：約 2 m、導波路高 さ ：約 2 m、長 さ ：3 0 0 m ) の入力側端面



( P ) と出力側端面 （P 2 ) の 2 箇所で、 シ リコン細線導波路 （導波路幅

：2 0 0 n m、導波路高 さ ：2 0 0 n m ) と接続 する必要があ り、高度 な実

装技術 を必要 とする。 このように、従来のハ イプ リッ 卜集積型光 N I C のマ

ッハ ツエンダー干渉計では、 シ リコン細線導波路 とメサ型導波路 を結合 させ

る必要があるが、結合効率 を 5 0 % 以上 とする位置合わせの許容度 は、 サ ブ

ミクロンと非常 に狭 く、高度 な実装技術 が不可欠 となるとい う問題 がある。

[001 2] また、サ ブバ ン ド間遷移素子 とシ リコン細線導波路 の集積化 において、両

者 のわずかな位置ずれ によって、結合効率 が大 き く低下する。 これ によ り、

実質的に位相変調効率 が低下 して しまうため、 T M 制御光の入力パ ワーを大

き くする必要がある。 また、結合効率 の低下 に伴 う信号光の減衰 によ り、 S

N 比が低下するとい う問題 がある。

[001 3] 本発 明は、 これ らの問題 を解決 しょうとするものであ り、サ ブバ ン ド間遷

移素子等 とシ リコン細線等の結合効率 を向上することを目的 と し、 さ らにサ

プ ン ド間遷移素子等 における位相変調効率 を増大 させ ることを目的 とする

。 また、高性能な光ゲ一 卜スィ ッチを実現 することを目的 とする。

課題を解決するための手段

[0014] 高度 な位置合わせ精度 の必要性 は、 モ一 ド断面積 がそれぞれ小 さいシ リコ

ン細線 とサ ブバ ン ド間遷移素子 とを、光入力側端面 （P 1 ) と光 出力側端面

( P 2 ) の 2 箇所で接続 しなければな らない ことに起因 している。

[001 5] そ こで、発明者 らは、 この問題 を解決 し、サ ブバ ン ド間遷移素子 をシ リコ

ン細線導波路 に集積可能 にするため に、反射構造 を持つ導波路 をサ ブバ ン ド

間遷移素子 に利用することを提案するものである。本発明の導波路素子では

、導波路端面 （P 1 ) か ら入力 された光信号 は、導波路 内で位相変調効果 を

受 けて、導波路 に設 けた反射構造 （R 1 ) にて光信号が反射 され、再び、導

波路 内で位相変調効果 を受 けて、導波路端面 （P 1 ) か ら出力 され る。 これ

によ り、入力側及び出力側 の導波路 が同一 とな り、 シ リコン細線導波路 との

接続点が 1 点 に減 少で きることか ら、結合効率 の改善 が可能 となる。 また、

導波路 内で 2 回の位相変調効果 を受 けるため、約 2 倍の位相変調効率 を得 る



ことが可能になる。

[001 6] 本発明は、前記目的を達成するために、以下の特徴を有するものである。

[001 7 ] 本発明は、位相変調効果を有する光導波路素子であって、光導波路の導波

路端面から入射 した光信号に対する反射構造を備えることを特徴 とする。本

発明の光導波路素子において、前記光信号が前記反射構造で反射され前記導

波路端面から出力されることにより、位相変調領域での光信号の光路長が増

大される。前記光導波路は、量子井戸構造を形成する半導体材料からなり、

前記量子井戸構造でのサブバン ド間遷移によって引き起こされる位相変調効

果を有する。例えば、前記光導波路は、 I n G a A s とA I A s S b からな

る量子井戸構造を形成する半導体材料からなる。位相変調効果を有する光導

波路素子として、サブバン ド間遷移素子の他に、キヤリァプラズマ効果、熱

光学効果、 K e r r 効果、ポッケル ス効果のいずれか 1 つ以上による位相変

調を利用 した素子を用いてもよい。前記反射構造は、代表的には、プラッグ

反射鏡の構造である。他に、金属膜反射鏡やファセッ トミラ一も利用可能で

ある。本発明の導波路素子において、光が入出力する前記導波路端面には、

反射防止層を備えることが好ましい。

[001 8 ] 本発明では、シ リコン細線導波路によるマイケルソン干渉計と光信号の入

出力が可能である。本発明は、光集積回路であって、前記光導波路素子とシ

リコン細線導波路 とを結合 して光集積回路 とすることができる。本発明は、

光ゲ一 トスィツチであり、前記光導波路素子とシ リコン細線導波路によるマ

ィケルソン干渉計とを結合 して光ゲ一 トスィツチとすることができる。

[001 9] 本発明の方法は、位相変調効果を有する光導波路素子の製造方法であって

、光導波路の一方の導波路端面から入射 した光信号に対する反射構造を、前

記光導波路の他方の導波路端面側に形成することを特徴 とする。また、光導

波路の導波路端面から入射 した光信号に対する反射構造を、前記光導波路に

空気層の周期構造をエッチングして形成することを特徴 とする。また、光導

波路の一方の導波路端面から入射 した光信号に対する反射構造を、前記光導

波路の他方の導波路端面に屈折率の異なる材料を交互に成膜 して形成するこ



とを特徴とする。成膜は、スパッタゃ蒸着により形成することが好ましい。

発明の効果
[0020] 本発明では、導波路に反射構造を持つサブバンド間遷移素子を実現 したこ

とにより、サブバンド間遷移導波路とシリコン細線を用いたハイプリッ卜集

積化において、素子間結合効率を向上させ、及び位相変調効果の増大させる

ことができる。その結果、さらに、光ゲ一 卜スィッチの高性能化を実現でき

る。また、本発明では、サブバンド間遷移素子とシ リコン細線の位置合わせ

において要求される精度が低くなるため、歩留まり向上を期待できる。

[0021 ] サブバンド間遷移素子の他、キャリアプラズマ効果、熱光学効果、 K e r

「効果、ポッケルス効果による位相変調を利用した素子も、位相変調効果を

利用する光導波路のハイプリッ卜集積化において、同様な効果を期待できる

図面の簡単な説明

[0022] [ 図1]本発明の実施の形態に係る反射型導波路を用いた光集積素子を示す模式

図

[図2]本発明の実施の形態に係る反射型導波路の基本構成を示す模式図

[図3]本発明の実施の形態に係る反射型導波路を構成する結合量子井戸構造を

示す図

[図4]本発明の実施の形態に係るェッチング技術により作製 した反射型導波路

のS E M写真

[図5]本発明の実施の形態に係るスパッタ成膜法を用いた反射型導波路の模式

図

[図6]本発明に係わる反射型導波路とマイケル ソン干渉計との結合を示す図

[図7]反射型導波路とシリコン細線導波路との結合効率を示す図

[図8]従来型導波路とマッハツェンダー干渉計との結合を示す図

発明を実施するための形態
[0023] 以下に、本発明を実施するための形態を説明する。本発明は、基本構造と

して、反射構造をサブバンド間遷移光導波路に設けるものである。本発明で



は、光導波路の端面である導波路端面 （P 1 ) 又は導波路端面 （P 2 ) から

入射されたT M制御光によって、 T E信号光に対する位相変調が可能な光導

波路に、 T E光信号に対する反射構造 （R 1 ) を設け、また、導波路端面 （

P ) に反射防止層を設けている。反射構造 （R 1 ) によって、信号光を位

相変調領域内で反射させることにより、光路長増大により位相変調効果が増

大する。また、導波路端面 （P 1 ) に反射防止層を設けることにより、同一

端面からの高効率な光入出力を実現できる。

[0024] (第 1 の実施の形態）

本発明の第 1 の実施の形態について、図 1乃至 7 を参照 して以下説明する

。図 1 は、本実施の形態の反射型の光導波路素子とシリコン細線導波路を集

積 した光集積素子構造を示す模式図である。図 1 に、上から見た上面図と、

側面図を示す。図 2 は、図 1 の反射型の光導波路素子の基本構成を示す模式

図である。図 2 に、上から見た上面図と、側面図と、断面図とを示す。

[0025] 本実施の形態の光導波路素子は、基本的に反射構造 （R 1 ) を有するサブ

バン ド間遷移素子であり、サプバン ド間遷移スィッチ導波路 1 0 と呼ぶこと

ができる。サプバン ド間遷移スィッチ導波路 1 0 は、シリコン細線導波路 3

と、光導波路端面 （P 1 ) で接続される。シ リコン細線導波路 3 は、シリコ

ン基板 1上に、 S i 0 2下部クラッド層 2 、 S i 0 2上部クラッド層 4 の順で

形成されている。シリコン細線導波路 3 は、例えば 2 0 0 n m程度の細線で

ありモ一 ド断面積が小さい。

[0026] 本発明の光導波路は、 I n G a A s / A I A s S b 結合量子井戸により構

成 した多重量子井戸 （M QW ) をコア層とし、その上下部に I n A I A s 層

などのクラッド層が設けてあり、 I n G a A s / A I A s S b 結合量子井戸

でのサブバン ド間遷移によって位相変調効果を生 じる。図 1及び図 2 に示す

ように、サブバン ド間遷移スィッチ導波路 1 0 は、基板 1 1 と、結合量子井

戸構造からなる多重量子井戸 （M QW ) 、コア 1 2 ~ 1 6 と、クラッド層 1

7 とを有する。基板 1 1 は、例えば I n P基板を用いる。結合量子井戸構造

コア 1 2 ~ 1 6 は、 I n G a A s / A I A s S b の周期層を用いる。クラッ



ド層 1 7 は、 I n A I A s を用いる。

[0027] 光導波路は、エ ッチング加工によって、図 2 の断面図に示すようにメサ型

導波路などの光閉 じ込め増強可能な構造 となっている。サブバ ン ド間遷移ス

イッチ導波路 1 0 における導波路主要部であるM QW コア層の幅は、例えば

2 m 程度である。

[0028] サ ブバ ン ド間遷移スィッチ導波路 1 0 は、導波路端面 （P 1 ) と導波路端

面 （P 2 ) を有 し、いずれか一方の導波路か ら入射 した光信号を、他端側 に

形成 されている反射構造 （R 1 ) で反射する構造を備えている。サブバ ン ド

間遷移スィッチ導波路 1 0 の光導波路内に、半導体 と空気による周期構造に

よるブラッグ反射鏡、あるいは、 S ί 0 2 とS ί な どの周期構造によるブラッ

グ反射鏡などを形成 して、 Τ Ε 信号光に対する反射構造 （R 1 ) を形成する

。図 2 の上面図及び側面図に、反射構造 （R 1 ) を模式的に図示 した。反射

構造 （R 1 ) での Τ Ε 信号光に対する反射率は、 S N比に影響するため、で

きる限 り高い方が望 ま しい。

[0029] サ ブバ ン ド間遷移スィッチ導波路 1 0 は、シ リコン細線導波路 3 の形成 さ

れたシ リコン基板上にシ リコン細線導波路 に接続するように設けられている

。図 1 に示すように、適切なギヤップ長のギヤップ 6 を設けてシ リコン細線

導波路 3 とサブバ ン ド間遷移スィッチ導波路 1 0 が集積 されて、光集積素子

を形成 している。

[0030] 光導波路端面 （Ρ ) には、 S ί O N、 Z r 0 2などの反射防止膜 2 0 を設

けることが好ま しい。反射防止膜 2 0 のような屈折率の異なる中間層の挿入

により、サプバ ン ド間遷移スィッチ導波路 1 0 とシ リコン細線導波路 3 との

有効屈折率の違いによる光信号の反射を少な くして、マ イケル ソ ン干渉計 と

の結合効率 を向上させることができる。

[0031 ] 図 1 に示されるように、導波路端面 （P 1 ) か ら入力された信号光 5 は、

導波路で位相変調効果を受けて、光導波路 に設けた反射構造 （R 1 ) にて、

反射され、再び、導波路内で位相変調効果を受けて、導波路端面 （P 1 ) か

ら出力される。導波路端面 （P ) か ら反射構造 （R ) までが、信号光が



位相変調効果を受ける領域 （位相変調領域 3 0 と呼ぶ）である。ここでは、

光導波路端面 （P 1 ) から入射された信号光 5 が、反射構造 （R 1 ) まで進

行するまでに位相変調効果を受け、さらに、反射構造 （R 1 ) で反射された

光信号が、光導波路端面 （P 1 ) まで戻るまでに、位相変調領域 3 0 で再び

位相変調を受けることができる長さが望ましい。また、位相変調効果の緩和

時間 （約 2 p s ) と光信号の群速度との関係を考慮すると、 1 0 ~ 3 0 0 バ

m程度が望ましい。

[0032] 導波路端面 （P 1 ) あるいは導波路端面 （P 2 ) を介 して、 T M制御光を

導波路内へ導入可能であることが好ましい。

[0033] 図 3 は、本発明の光導波路作製に用いられる I n G a A s / A I A s S b

結合量子井戸とクラッドを成長 した半導体結晶構造の断面である。半導体基

板 1 1 は半絶縁性 I n P であり、各層は基板 1 1上にA I A s S b バッファ

層 1 2 を形成 した上に成長形成されている。結合量子井戸構造を構成する量

子井戸層 1 5 a 、 1 5 b は、キヤリァ濃度約 1 X 1 0 1 9 c m - 3の n 型 I n 0 .

5 3 G a 0 . 4 7 A s であり、その井戸幅は、 2 . O n mから3 . 0 n mである。

各量子井戸層 1 5 a 及び 1 5 b 間の結合障壁層 1 6 は、ノン ド一プの I n A

I A s 、または、 A I G a A s であり、その幅は、約 1 . 1 n mである。外

部障壁層 1 3 a 、 1 3 b は、ノン ド一プのA I A s S b であり、その幅は、

約 2 . O n mである。外部障壁層と量子井戸層の間には、量子井戸層からの

キヤリァの拡散を防ぐために、中間層として、 A I A s 層 1 4 が形成されて

いる。このような結合量子井戸層が4 0 ~ 7 0 周期積層された後、ノン ド一

プの I n A I A s 層 1 7 (上部クラッド）が形成されている。このような結

合量子井戸構造を含んだ半導体結晶層は、M B E法、M O C V D法などの成

長法によって、 I n P基板 （下部クラッド層）の上に連続成長によって形成

することができる。光通信波長の 1 . 5 5 m帯の T M偏光の制御光によつ

てサブバン ド励起がなされ、それに起因 した屈折率分散による屈折率変化に

よって、 1 . 5 5 m帯の T E偏光の信号光を位相変調することができるよ

うな膜厚になっている。



[0034] 本実施の形態のサブバ ン ド間遷移スィッチ導波路の作製方法について以下

説明する。

[0035] まず、図 3 に示 した、 I n G a A s / A I A s S b 結合量子井戸とクラッ

ドを成長 した半導体結晶構造に対 して、電子線描画や ドライエッチングによ

る微細加工技術を用いて、メサ型導波路を作製する。具体的には、上記半導

体結晶成長構造を有する基板に、 レジス 卜膜を形成 し、電子線描画等を用い

て導波路パターンを形成する。導波路パターン形成後、 リフ トオフを用いた

転写プロセスによって、導波路パターンの金属マスクを作製する。金属マス

ク形成後、 I C P — R I E 装置を用いた ドライエッチングによって、メサ型

導波路を作製する。

[0036] 次に、導波路に設ける反射構造の作製方法について説明する。導波路の反

射構造は、導波路内に屈折率の異なる周期構造を作製 し、 プラッグ反射を利

用することで作製できる。第 1 の方法は、 ドライエッチングによつて導波路

に空気層を形成 し半導体層 と空気層などとの屈折率差を利用する方法である

。第 2 の方法は、スパ ッタ法などによって異種材料の周期的に成膜 し異種材

料の屈折率差を利用する方法である。なお、 プラッグ反射鏡の構造及び製造

法については、公知の技術を採用することができる。

[0037] 第 1 の方法について図 4 を参照 して説明する。図 4 は、実際に、 ドライエ

ツチングによって、導波路に反射構造を作製 した場合の S E M写真である。

図 2 で説明 したと同様の光導波路に、周期 1 . 3 4 m (半導体層 0 . 6

m、空気層 0 . 7 4 m ) のプラッグ反射鏡が形成されている。図 4 の反射

構造は、先に述べたメサ型導波路の作製 プロセスでの、 E B描画によるバタ

—ン形成の際に、周期 1 . 3 4 mの周期構造パターンを追加することで作

製できる。光導波路は、 I n P 基板 1 1 と、 I n G a A s / A I A s S b の

M QW コア層 1 2 ~ 1 6 と、 I n A I A s クラッ ド1 7 か らな り、空気層は

、基板にまで達 している。 また、エッチングされた空気層には、導波路保護

や放射損抑制のために、 B C B (benzocyc Lobutene, ベ ンゾシクロプテン）

や S i 0 2などの低屈折率材料を埋め込むことが好ま しく、波長 1 . 5 5 m



に対 して、 9 0 %以上の反射率を実現できる。このような空気層による反射

構造を有する導波路は、プロセス工数の削減という点で有利となるが、サブ

ミクロンの周期構造をェッチングにより作製することが必要となるため、高

度な技術を必要とする。

[0038] 第 2 の方法について図 5 を参照 して説明する。図 5 は、スパッタ法を用い

て反射構造を作製 した場合の模式図である。図 5 の反射構造は、メサ型導波

路を作製 した後に、 ドライエッチングなどによって形成された端面 （P 3 )

に、 S ί 0 2、 S ί などの屈折率の異なる材料を、スパッタ装置を用いて交互

に成膜 して作製する。各材料の屈折率は、 S i 0 2 (屈折率 1 . 4 ) 、 S ί (

屈折率 3 . 5 ) であり、両者の屈折率差からプラッグ反射鏡を作成可能であ

る。また、 S i 0 2の代わりに、C a F 2 (屈折率 1 . 4 3 ) 、 L i F (屈折

率 1 . 3 9 ) 、 M g F 2 (屈折率 1 . 3 8 ) 、を用いることができ、 S i の代

わりに、 Τ ί 0 2 (屈折率 2 . 5 ) 、 C e 0 2 (屈折率 2 . 4 0 ) 、 C d S (

屈折率 2 . 3 7 ) 、 Z n S (屈折率 2 . 3 1 ) 、 a - S i アモル ファスシ リ

コン （屈折率 3 . 6 ) を用いることもできる。 1 ~ 5 周期程度の周期構造を

作製することによって、反射率 9 0 %以上を実現できる。第 2 の方法では、

劈開によつて形成された鏡面状の導波路端面にスパッタ法により成膜するこ

とも考えられるが、位相変調領域 3 0 として想定 している、 1 0 ~ 3 0 0 从

mの長さを劈開によって得ることは困難なため、 ドライエッチングなどによ

つて、良好な端面を形成する高度な技術を必要とする。また、導波路側面へ

S ί 膜などが付着 した場合には、導波路特性低下の要因になるおそれがある

が、これを防ぐには、スパッタ成膜前に、 S ί Ν などの低屈折率膜で導波路

保護を行うとよい。

[0039] 本実施の形態では、プラッグ反射鏡を用いた反射について説明 したが、導

波路の有効屈折率と異なる屈折率を持つ物質を、導波路端面 （Ρ 2 ) に配置

することで、両者の屈折率差による反射を用いてもよい。

[0040] 次に、サプバン ド間遷移スィッチ導波路 1 0 とシリコン細線導波路 3 との

接続について説明する。図 6 は、本発明の実施の形態に係わる、反射構造を



有するサブバ ン ド間遷移スィッチ導波路 （反射型導波路） とマイケル ソン干

渉計 との結合を示す図である。本発明のような信号光の反射を利用する場合

、従来技術で説明 した図 8 のマ ッハツェンダー干渉計の代わ りに、マイケル

ソン干渉計を利用することが可能になる。

[0041 ] 図 6 では、 1 6 O G b p s の T E 信号光を第 1 のシ リコン細線導波路 6 1

a を介 してサブバ ン ド間遷移スィッチ導波路の端面 P か ら入力すると共に

、 4 O G b p s の T M制御光を第 2 のシ リコン細線導波路 6 1 b を介 してサ

プバ ン ド間遷移スィツチ導波路の端面 P か ら入力する。 T M制御光により

導波路内で位相変調 を受けた信号光が反射構造 （R 1 ) で反射された後 に、

導波路端面 P か ら出力され、一方ループミラ一 6 2 で反射される光 とによ

つて干渉効果が起 こる。 T M ポンプ光の入射時 と非入射時で、位相差が変わ

り、正 と負の干渉を起 こすことによって、光ゲ一 卜スィッチを実現すること

ができる。 これより、 T E 信号光 （1 6 0 G b p s ) を T M制御光 （4 0 G

b s ) で多重分離動作することが可能にな り、第 3 のシ リコン細線導波路

6 c か ら、多重分離 された T E 信号光 （4 O G b p s ) を出力することが

できる。

[0042] 本発明の実施の形態の場合、図 6 のように、サブバ ン ド間遷移スィッチ導

波路の導波路端面 （P 1 ) の 1 箇所でのみ、シ リコン細線導波路 を接続すれ

ばよいので、素子間の結合効率の向上を期待できる。 また、反射構造を設け

ることで、約 2 倍の位相変調効果を利用できる。 これにより、 S N 比改善や

入力パ ワー低減などのスィッチの高性能化 という効果が得 られる。

[0043] 図 6 のサブバ ン ド間遷移スィッチ導波路の導波路端面 （P 1 ) には、反射

防止層 2 0 が設けられている。サプバ ン ド間遷移スィッチ導波路 1 0 をシ リ

コン細線導波路 に実装 したときに、導波路間の隙間にできた空気等 とサプバ

ン ド間遷移スィツチ導波路の屈折率差 による信号光の反射を防止するために

有効である。反射防止層 2 0 は、 S ί 0 2、 Τ ί 0 2、 S ί O N、 Z r 0 2など

の屈折率の異なる物質をスパ ッタ成膜法等により作製する。

[0044] 図 7 は、図 1 に示 した反射型導波路 とシ リコン細線導波路 を接続 した場合



の結合効率 を、時間領域差分法 （F D T D 法）を用いて計算 した結果である

。図 7 の横軸 はギャップ （単位 m ) 、縦軸 は、結合効率 （C o u p I i n

g e f f i c i e n c y ) を示す。反射型導波路 は、導波路幅 を 2 m、

メサ高さを 1 . 8 m、位相変調領域 を 5 0 m と している。 また、導波路

端面 （P ) には、入出力信号の導波路端面での反射防止膜 と して、 S i 0

N 膜 を仮定 した。 シ リコ ン細線導波路端 は、 スポ ッ トサイズ変換器 （導波路

幅 2 0 0 n m、高さ 2 0 0 n m ) とな っている。図 7 には、 ギャップがない

( 0 m ) とき結合効率が約 0 . 8 であ り、 ギャップが 0 . 5 m、 m

、 1 . 5 m の とき、 それぞれ結合効率 は、 0 . 6 3 、 0 . 4 8 、 0 . 4 0

である。図 7 に示すように、 シ リコン細線導波路 とサ ブバ ン ド間遷移 スィ ッ

チ導波路端面 （P 1 ) を 1 m程度 に近づけることで、 5 0 % 以上の高い結

合効率が得 られることを確認 している。

実施の形態では、サ ブバ ン ド間遷移素子を例 にとって説明 したが、位相変

調効果 を利用する光導波路のハイプ リッ 卜集積化 において、同様な効果 を期

待で きる。 また、 シ リコ ン細線導波路 による例 に挙 げたが、 S ί 0 2や化合物

半導体 を用いた細線導波路な どを用いても良い。上記実施の形態で示 した例

は、発明を理解 しやす くするために記載 したものであ り、 この形態 に限定さ

れるものではない。

符号の説明

1 シ リコ ン基板

2 S i 0 2下部 クラッ ド

3 シ リコン細線導波路

4 S i 0 2上部 クラッ ド

5

6 ギャップ

0 サ ブバ ン ド間遷移 スィ ツチ導波路

n P 基板 （下部 クラッ ド）

A 1 A s S b ノくッ ファ層



a 、 1 3 b ) A I A s S b 外部障壁層

A I A s 拡散 防止層

a 、 5 b ) I n G a A s 量子井戸層

n A I A s 結合障壁層

I n A I A s キャップ層 （上部 クラッ ド）

反射防止膜

位相変調領域

多層膜反射鏡

S i 0 2

S i

シ リコン細線 によるマイケル ソン干渉計

a 、 6 1 b 、 6 1 c ) シ リコン細線導波路

ループミラ一

サ ブバ ン ド間遷移 スィ ツチ導波路

シ リコン細線 によるマ ッハツエンダ一干渉計

a 、 8 2 b 、 8 c ) シ リコン細線導波路



請求の範囲

位相変調効果 を有する光導波路素子であ って、光導波路の導波路端

面か ら入射 した光信号 に対する反射構造 を備 え、前記光信号が前記反

射構造で反射 され前記導波路端面か ら出力されることによ り、位相変

調領域での光信号の光路長が増大されることを特徴 とする光導波路素

子。

前記光導波路 は、量子井戸構造 を形成する半導体材料か らな り、前

記量子井戸構造でのサ ブ ン ド間遷移 によって引 き起 こされる位相変

調効果 を有することを特徴 とする請求項 1 に記載の光導波路素子。

前記光導波路 は、 I n G a A s とA I A s S b か らなる量子井戸構

造 を形成する半導体材料か らなることを特徴 とする請求項 2 記載の光

導波路素子。

キ ャ リア プラズマ効果、熱光学効果、 K e r r 効果、ポ ッケル ス効

果のいずれか 1 つ以上 による位相変調 を利用 した ことを特徴 とする請

求項 1 記載の光導波路素子。

前記光導波路の前記反射構造は、 プラッグ反射鏡、金属膜反射鏡、

ファセ ッ 卜ミラ一の少な くとも一つを用いた構造であることを特徴 と

する請求項 1 乃至 4 のいずれか 1 項 に記載の光導波路素子。

前記導波路端面 に反射防止層 を備 えることを特徴 とする請求項 1 乃

至 5 のいずれか 1 項 に記載の光導波路素子。

マイケル ソン干渉計 と光信号の入出力を可能 とすることを特徴 とす

る請求項 1 乃至 6 のいずれか 1 項 に記載の光導波路素子。

請求項 1 乃至 7 のいずれか 1 項 に記載の光導波路素子を結合 した こ

とを特徴 とする光集積回路。

請求項 1 乃至 7 のいずれか 1 項 に記載の光導波路素子 と、 シ リコ ン

細線導波路 によるマ イ ケル ソ ン干渉計 とを結合 した ことを特徴 とする

光ゲ一 卜スィ ッチ。

位相変調効果 を有する光導波路素子の製造方法であ って、



光導波路の一方の導波路端面か ら入射 した光信号 に対する反射構造

を、前記光導波路の他方の導波路端面側 に形成することを特徴 とする

請求項 1 記載の光導波路素子の製造方法。

[ 請求項 11] 位相変調効果 を有する光導波路素子の製造方法であ って、

光導波路の導波路端面か ら入射 した光信号 に対する反射構造 を、前

記光導波路 に空気層の周期構造 をエ ッチ ング して形成することを特徴

とする請求項 1 0 記載の光導波路素子の製造方法。

[ 請求項 12] 位相変調効果 を有する光導波路素子の製造方法であ って、

光導波路の一方の導波路端面か ら入射 した光信号 に対する反射構造

を、前記光導波路の他方の導波路端面 に屈折率の異なる材料 を交互 に

成膜 して形成することを特徴 とする請求項 1 0 記載の光導波路素子の

製造方法。
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第 欄 —発 明の単一性 が欠如 してい る ときの意見 （第 1 ペー ジの 3 の続 き）

次 に述ぺ るよ うに この国際 出願 に二以上 の発 明があ る とこの国際調 査機 関は認 めた。

請求項 1 に係 る発明は、国際調査報告で引用 された文献 1 、文献 2 の開示内容に照 らし、
特別な技術的特徴を有す るもので ない。したがって、請求項 1 1 2 に係 る発明においては、
同一の又は対応す る特別な技術的特徴を含む技術的な関係が存在せず、単一の一般的発明概
念が形成 されない。

1 . 出願 人 が必要 な追加 調査 手数料 をすベ て期 間内に納付 したので、 この国際調査報告 は、すべ ての調査可能 な請求
項 につい て作成 した。

2 . 追加 調査 手数料 を要 求す るまで もな く、すべ ての調査 可能 な請 求項 につ い て調 査す るこ とがで きたので、追加調
查手数料 の納付 を求 めなか った。

3 . 出願 人 が必要 な追加 調 査手数料 を一部 のみ しか期 間内に納付 しなかったので、 この国際調査報告 は、手数料 の納
付 の あった次 の請求項 のみ につ いて作成 した。

4 . 出願 人 が必要 な追加 調査 手数料 を期 間内に納付 しなか この国際調査報告 は、請 求の範 囲の最初 に記載
され てい る発 明 に係 る次 の請求項 につい て作成 した。

追加調 査手数料 の異議 の 申立 てに関す る注意

追加 調査 手数科及 び 、該 当す る場合 には、異議 申立手数料 の納付 と共 に、 出願 人 か ら異議 申立てがあった。

追加 調 査 手数料 の納付 と共 に出願 人 か ら異議 申立てが あつたが、異議 申立手数料 が納付命令 書 に示 した期 間
内に支払 われ なか った。

追加 調査 手数料 の納付 はあったが、異議 申立て はなか った。

様 式 P C T / I S A / 2 1 0 (第 1 ペー ジの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）
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